
新職の産業・職業と主要な訓練種別 他産業・職業からの移動者割合
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訓練を受講することで他の産業・職業からの労働移動が促進されているかを把握するため、主な訓練種別において、
新職の就職者のうち他の産業・職業からの移動者割合をみた。新職が医療・福祉のサービス職（介護・福祉職員を
想定）である者の移動者割合は、新職に関連した介護等の訓練を受けた者において、他の訓練受講者や訓練非受講
者よりも高い傾向が見られる。一方、新職が情報通信業・技術職の移動者割合は、新職のタスクに関連する訓練を
受講したかにかかわらず、顕著な差が見られない。

新職の産業・職業、訓練受講の有無別 他の産業・職業からの移動者割合

訓練受講 訓練受講 訓練受講
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新職：医療・福祉の事務職
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新職：情報通信業の技術職

前職の産業・職業
のいずれかが新職
と異なる
＝他の産業・職業
からの移動者割合

前職が新職と同じ
産業・職業

注）「新職」とは、離職者で再就職した者の再就職先を指す。



介護・福祉分野の訓練に関する分析（１）
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○講座別の公共職業訓練の応募倍率・定員充足率をみると、介護系訓練の応募倍率・定員充足率は比較的低い。

○介護・福祉分野の訓練受講者について、前職の職種と介護・福祉職とのタスクの距離と、訓練に関連した就職者割合の関
係をみると、介護・福祉職とのタスクの距離が近いグループでは訓練に関連した就職をしている者がやや多い一方、前職
の介護・福祉職とのタスク距離が遠いグループでも、一定程度訓練に関連した就職をしている。

注）１．前職の職業と介護・福祉職とのタスクの距離に対して、「介護・医療・福祉分野」の訓練に関連した仕事に就職をした者の割合を縦軸にプロットしたもの。円
の大きさは訓練受講者数を示す。

２．福祉職と前職とのタスク距離は、 JILPT資料シリーズNo240「職業情報提供サイト（日本版 O-NET）のインプットデータ開発に関する研究（2020年度） 」よりダウ
ンロードした職業別の「仕事の内容」41項目のスコアを使用し、以下のとおりユークリッド距離により算出した。

３．前職が介護・福祉職に含まれる３職種（「訪問介護職」「施設介護員」「保育士」）である者は除いている。
４．介護・福祉職との距離に応じて（33パーセンタイル、66パーセンタイル、100パーセンタイル）３つのグループに区別している。

福祉職との
タスク距離
が遠いグ
ループでも
訓練に関連
した就職を
している。

福祉職との距離が近い職種
福祉職との距離が
中程度の職種 福祉職との距離が遠い職種

福祉職とのタス
ク距離が近いグ
ループでは訓練
に関連した就職
をしている者が
やや多い。

福祉職と前職とのタスク距離と介護等の訓練に関連した就職者割合との関係
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公共職業訓練の応募倍率・定員充足率（Ｒ２年度）

系列1 系列2

（倍）

資料出所：厚生労働省資料

𝐷𝐷𝐽𝐽 = (𝑊𝑊1 − 𝐽𝐽1)2+(𝑊𝑊2 − 𝐽𝐽2)2+⋯+ (𝑊𝑊41 − 𝐽𝐽41)2 𝐷𝐷𝐽𝐽：職業Jと福祉職Wとのタスク距離 𝑊𝑊𝑖𝑖 , 𝐽𝐽𝑖𝑖：福祉職W、職業Jの活動項目iのスコア（1～5）



介護・福祉分野の訓練に関する分析（２）
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○介護・福祉分野の訓練を受講する割合が高い前職職種をみると、タスクの距離が近い医療・福祉系の職種が上位に
多くなっている。

○他方、必ずしも介護・福祉職とのタスク距離が近くない前職職種（ビル・建物清掃員や事務職など）の者も上位に
含まれている。

離職前職業小分類 職業訓練受講者数 訓練受講者に占
める割合 福祉職との距離

1看護助手 13 6.6% 3.488

2ビル・建物清掃員 7 4.8% 6.313

3福祉施設指導専門員 6 2.1% 1.983

4
他に分類されないサービ
スの職業 5 1.8% 2.703

5施設介護員 16 1.6% 1.322

6保育士 6 0.9% 1.227

7医療・介護事務員 7 0.8% 4.771

8小売店販売員 18 0.8% 2.965

9総合事務員 24 0.8% 4.190

10調理人 6 0.8% 3.209

11営業・販売事務員 6 0.6% 3.067

介護・福祉分野の訓練を受けている者の割合が高い前職職種上位 （参考）介護・福祉職とのタスク距離が遠い職種上位20

厚労省職業 福祉職との距離
1電車運転士 4.342
2画家、書家、漫画家 4.377
3弁護士 4.428
4情報処理プロジェクトマネージャ 4.511
5その他の外勤事務の職業 4.526
6軽作業員 4.696
7医療・介護事務員 4.771
8駐車場・駐輪場管理人 4.773
9マンション・アパート・下宿管理人 4.896

10公認会計士 4.900
11輸送用機械器具整備・修理工（自動車を除く） 4.998
12倉庫作業員 5.084
13著述家 5.249
14会社の管理職員 5.366
15製品包装作業員 5.427
16家政婦（夫）、家事手伝 5.485
17荷造作業員 5.534
18データ入力係員 5.535
19選別作業員 5.953
20ビル・建物清掃員 6.313注）

１．「介護・福祉分野の訓練を受けている者の割合が高い前職職種上位」は、前職職種別の訓練受講者のうち、介護・福祉分野の訓練を受講している者の割合が高
い職種を上位から並べたもの。

２．「介護・福祉分野の訓練を受けている者の割合が高い前職職種上位」は、介護・福祉分野の訓練受講者数が５人以上の職種について集計している。



ＩＴ分野の訓練に関する分析（１）
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○ＩＴ分野の訓練受講者が就職した産業・職業を見ると、情報通信業の専門的・技術的職業（以下「情報技術者」と
いう。）は5.8%だが、新職産業・職業の上位であるサービス業や公務等の事務職においても、関連就職をしている
者が一定割合みられる。

ＩＴ分野訓練受講者の新職産業・職業（主なもの抜粋）

注）上記グラフの横幅は信頼区間、標準誤差は分散不均一に頑健なものを使用

ＩＴ分野訓練受講者の新職産業・職業別 訓練に関連した就職割合

IT分野の訓練
を経て事務職
に就職した者
でも訓練に関
連した就職を
した者が一定
割合存在



ＩＴ分野の訓練に関する分析（２）
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○ＩＴ分野の訓練受講者について、前職が派遣労働者や事務職であると、新職はサービス業の事務職になりやすい傾
向がある。

○新職の産業・職業に関する回帰分析を行ったところ、女性は情報技術職になりにくい傾向がうかがえる。また、年
齢が高くなるにつれて情報技術職になりにくい傾向もみられる。

被説明変数（新職の産業職業）：

説
明
変
数

ＩＴ分野の訓練受講者のうち、新職が「サービス業・事務系職業」に
なる確率の線形回帰分析

注）上記グラフの横幅は信頼区間、標準誤差は分散不均一に頑健なものを使用

前職が派遣や事
務職であると、
新職はサービス
業の事務職にな
りやすい

ＩＴ分野の訓練受講者のうち、新職が「情報技術者」になる確率の
線形回帰分析

年齢が高くなる
につれて情報技
術職になりにく

い

女性は、新職
が情報技術職
になりにくい

被説明変数（新職の産業職業）：

説
明
変
数



【参考】公共職業訓練の効果分析において活用するデータ

公共職業訓練の受講有無、再就職の有無に応じて以下のグループＡ～グループＤのパターンが考えられる。前職が雇
用保険の適用者で、2020年１月～６月において離職した後、ハローワークに求職申込をした者に限った分析を行う。
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ハローワークに求職申込をした者（1 1 9 .7万人） 求職活動をしない、または民間の職
業紹介等他の手法の利用（※１）

訓練受講者
（ 3 . 5万人）

訓練非受講者
（ 1 1 6 . 1万人）

新職に就職 新職に就職

グループＡ
（2.5万人）

再就職せず
（※３）

2 0 2 0年１月～6月において前職を離職した者

前職で雇用保険が適用されていた者（3 9 6 . 7万人）
前職で雇用保
険が非適用

2020年中に訓練を開始したか？
（※２）

2021年7月までに

雇用保険

職業紹介

訓練

雇用保険

グループB
（1.0万人）

グループC
（32.8万人）

グループD
（83.3万人）

再就職せず
（※３）

※１ 職業紹介の求職台帳と雇用保険の得喪情報
を雇用保険の被保険者番号をキーにして紐付けしている。
このため、被保険者番号が判明しない者は、
ハローワークで求職申込をした者であっても、
紐付けできないため、分析の対象外とする

※２ 2021年以降に訓練を開始した者及び受講した訓練期
間が1年以上である者（計0.4万人）は、訓練を受講し
た後、データの観測期間終了時期である2021年7月末
まで期間が短く、多くが再就職していないため、分析
の対象外とする。

※３ 新職への就職は、雇用保険の得喪情報により判断する
ため、ハローワークで紹介された仕事以外の就職も新職
への就職に含む。一方、雇用保険が非適用の仕事への
就職は、再就職しないケースに含まれる。



【参考】傾向スコアマッチングに用いた共変量
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説明変数 内容

性別ダミー 女性(=1)を表すダミー

年齢 年齢（訓練受講者は訓練終了時、訓練非受講者は求職受理時）

60歳以上ダミー 年齢が60歳以上の場合(=1)を表すダミー

配偶者有無ダミー 配偶者が有る場合(=1)を表すダミー

学歴ダミー 最終学歴について、大学・大学院卒、高校卒、高専卒、専門学校卒のそ
れぞれの区分について、当てはまる場合(=1)を表すダミー

前職雇用形態ダミー 前職の雇用形態について、正規雇用又は常用、派遣、パート、有期雇用
の各形態について、当てはまる場合(=1)を表すダミー

就職緊要度ダミー 就職緊要度から、就職を急いでいるかどうか、安定所の支援を期待する
かどうかのそれぞれに当てはまる場合（=1）を表すダミー

事業主都合離職ダミー 前職の雇用保険資格の喪失原因が３（事業主都合離職）の場合（=1）を
表すダミー

前職在職月数 前職の雇用保険資格取得日から離職日までの期間（月数）

失業期間 前職の離職日から、再就職者は新職の資格取得日まで、未就職者は観察
期間の最終日（2021年７月31日）までの日数

前職入職時賃金 前職の入職時の賃金（対数値）

正社員希望ダミー 正社員就職を希望している場合（=1）を表すダミー

居住都道府県の2020年失業率 居住地の都道府県の2020年平均の完全失業率

居住都道府県の失業率前年差（2019→2020） 居住地の都道府県の2020年平均の完全失業率の前年差（％ポイント）

居住都道府県の2020年有効求人倍率 居住地の都道府県の2020年平均の有効求人倍率

居住都道府県の求人倍率前年差（2019→2020） 居住地の都道府県の2020年平均の有効求人倍率の前年差（ポイント）

前職産業ダミー 前職の産業（大分類）ダミー

前職職業ダミー 前職の職業（大分類）ダミー



【参考】傾向スコアマッチングにおけるロジスティック回帰の結果

18注）（）内は標準誤差

================================
被説明変数：１=訓練受講、0=それ以外

-----------------------------------------------------
女性 0.533*** (0.014)      
年齢 0.004*** (0.001)      
６０歳以上 -1.294*** (0.024)     
配偶者有 -0.276*** (0.012)     
大卒以上 0.699*** (0.030)      
高卒 0.466*** (0.029)      
専門学校卒 0.517*** (0.032)      
短大卒 0.726*** (0.032)
就職を急ぐ -0.373*** (0.012)
安定所支援期待 0.170*** (0.015) 
前職在職月数 0.001*** (0.0001)
失業期間 -0.002*** (0.00003)
事業主都合離職 0.025 (0.015)
前職正規_常用 -0.057** (0.027)
前職派遣 0.112*** (0.034) 
前職パート 0.017 (0.032)
前職有期 0.106*** (0.029)
正社員希望 0.558*** (0.014)
log(前職入職時賃金)                 -0.038** (0.016)
都道府県失業率２０ -0.066*** (0.015)
都道府県失業率前年差 -0.353*** (0.029)
都道府県求人倍率２０ 0.232*** (0.041)
都道府県求人倍率前年差 0.765*** (0.051)

前職産業サービス -0.043* (0.023)
前職産業医療_福祉 -0.313*** (0.024)
前職産業卸小売 -0.037* (0.022)
前職産業学術専門技術 -0.079*** (0.029)
前職産業教育 -0.250*** (0.038)
前職産業金融保険 0.006 (0.038)
前職産業建設 -0.223*** (0.038)
前職産業公務 -0.206*** (0.035)
前職産業鉱業 -0.478 (0.338)
前職産業宿泊飲食 -0.190*** (0.032)
前職産業情報通信 0.016 (0.033)
前職産業生活娯楽 -0.012 (0.034)
前職産業電熱水 -0.037 (0.124)
前職産業農林 -0.163 (0.120)
前職産業不動産 -0.150*** (0.043)
前職産業複合サービス 0.026 (0.051)
前職産業不明 -0.006 (0.139)
前職職業サービス 0.164*** (0.023)
前職職業運搬清掃 -0.123** (0.048)
前職職業管理 0.018 (0.042)
前職職業建設 -0.187*** (0.067)
前職職業事務 0.236*** (0.021)
前職職業専門技術 0.055** (0.024)
前職職業農林漁業 -0.330*** (0.104)
前職職業販売 0.238*** (0.025)
前職職業保安 0.109 (0.073)
前職職業輸送機械運転 -0.259*** (0.037)
Constant                                        -3.238*** (0.205)
-----------------------------------------------------
Observations                            1,196,434         
===============================
Note:             *p<0.1; **p<0.05; ***p<0.01



【社会保障】

19



【社会保障：予防・健康づくりの推進】

政策目標：社会全体の活力を維持していく基盤として、予防・健康づくりの推進や高齢者の就業・社会参加率の向上等の観点から、
2040年までに健康寿命を男女ともに３年以上延伸し、75歳以上とすることを目指す。具体的には、先進事例の横展開や
インセンティブの積極活用等を通じて糖尿病等の生活習慣病の予防・重症化予防や認知症の予防等に重点的に取り組む。

KPI第２階層 KPI第１階層

○糖尿病有病者の増加の抑制
○メタボリックシンドロームの該当者及び
予備群の数

○特定健診・特定保健指導の実施率

１．政策体系の概要

２．狙い

政策目標、KPI第１階層、KPI第２階層の関係の明確化

３．具体的な検証項目

担当府省 対象施策 工程表の箇所 確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

１厚労省
特定健診・
特定保健指
導

社保2
(p6)

特定健診・特定保健指導の効果、効率的・効
果的な実施方法

2024年度からはじま
る第４期実施計画の
策定に向けた見直し
の中で検討。（2021
年12月に検討会で議
論を開始）

・NDBデータ、介護DBデータ
（連結解析を含む）
・このほか検討状況を踏まえ、必
要なデータを検討

20
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